
29 経営体育成交付金
【８,１４５（０）百万円】

対策のポイント
経営体育成のために必要な農業用機械施設等の整備に関する各種ハード事
業を整理・統合し、使い勝手の良い支援スキームとして再構築します。

＜背景／課題＞
・ 多様な農業経営体を育成・確保するため、経営体育成に必要な機械施設整備等へ

の総合的な支援を、現場で利用しやすい形で実施する必要があります。

政策目標
認定農業者１．３万経営体、法人経営２５０経営体、集落営農
組織２，０００経営体、新規就農青年３，５００人を育成

＜主な内容＞
経営体に対する経営支援のうち、農業用機械・施設の整備等のハード面での支援に

ついては、従来、認定農業者、集落営農、新規就農者といった対象者ごとに、別々の
経営体に対する以下のようなハード支援を市町村が事業で支援してきました。今後は

策定する１つの計画で一括して、複数年にわたって計画的に行えるようにします。

１．新規就農者補助
農業用機械施設等導入の初期投資の軽新規就農青年の経営の早期安定を図るため、

します。減を支援
経営体育成交付金（ハード ：７，６５９百万円の内数）

補助率：定額（１／２以内（400万円上限 ））
事業実施主体：地域担い手育成総合支援協議会等

２．融資主体型補助
融資残の自己負担部経営体が融資を主体として農業用機械施設等を導入する場合、

することにより、主体的な経営展開を補完的に支援します。分について補助金を交付
経営体育成交付金（ハード ：７，６５９百万円の内数）

補助率：定額（融資残額（３／１０上限 ））
事業実施主体：地域担い手育成総合支援協議会等

３．追加的信用供与補助等
融資主体型補助に係る融資の円滑化等を図るため、農業信用基金協会への交付金の

積み増しによる 等を支援します。金融機関への債務保証（経営体の信用保証）の拡大
経営体育成交付金（ソフト ：４８６百万円）

補助率：定額
事業実施主体：都道府県農業信用基金協会等

４．集落営農補助
集落営農の組織化・法人化に必要な します。農業用機械等の導入を支援

経営体育成交付金（ハード ：７，６５９百万円の内数）
補助率：定額（１／２以内）

事業実施主体：集落営農組織等

５．共同利用施設補助
経営体が経営の高度化に向けて取り組む経営の規模拡大や複合化・多角化等に必要

となる集出荷施設や加工施設等の します。共同利用施設の整備を支援
経営体育成交付金（ハード ：７，６５９百万円の内数）

補助率：定額（１／２以内）
事業実施主体：市町村、ＪＡ、農業者等の組織する団体等

［お問い合わせ先：経営局構造改善課 （０３－６７４４－２１４８（直 ］））



農業用機械施設等の整備を支援する事業の統合・交付金化

新規就農定着促進事業
（Ｈ２１補正）

・経営体の機械等導入に対す
る融資残補助及び信用保証拡
大を支援

計画書

国に申請
（直接補助）

地域担い手経営基盤強化
総合対策実験事業

（Ｈ２１当初・Ｈ２１一次補正）

新規就農定着促進事業
（Ｈ２１補正）

・集落営農の組織化・法人化に
必要な機械等導入を支援

計画書

都道府県に申請
（間接補助）

強い農業づくり交付金のうち
集落営農育成・確保緊急
整備支援（Ｈ２１当初）

新規就農定着促進事
業

（Ｈ２１補正）

・新規就農者の機械等導
入の初期投資の軽減

国に申請
（直接補助）

新規就農定着促進事業
（Ｈ２１一次補正）

計画書

経営体に対するハード支援を行う事業を統合・交付金化

新規就農定着促進事業
（Ｈ２１補正）

・経営体の育成・確保のための各事業を統合・交付金化
・市町村が策定する一つの計画のもと、複数年にわたる取組を支援
（計画書作成は初年度のみ）

計画書

都道府県に申請（間接補助）

経営体育成交付金

・計画主体は市町村とし、申請窓口を一本化

使い勝手の良い
支援スキームとして

事業を再構築

現在、対象者ごとに事業計画を策定し、縦割りかつ単年度ごとに実施

１つの計画書でＯＫ
申請手続の一本化

地域担い手協議会 地域担い手協議会 市町村

新規就農定着促進事業
（Ｈ２１補正）

・経営体が共同で経営改善に取り
組む場合に必要な機械等導入を
支援

都道府県に申請
（間接補助）

強い農業づくり交付金のうち
経営構造対策（Ｈ２１当初）

計画書

市町村

新規就農定着促進事業
（Ｈ２１補正）

・集落営農の組織化・法人化
に必要な機械等導入を支援

計画書

都道府県担い手協議会
に申請（間接補助）

集落営農法人化等緊急整備
推進事業（Ｈ２１一次補正）

地域担い手協議会

市町村
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